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はじめに

平成7年1月の阪神・淡路大震災では、地震により6,434 人の尊い生命が奪われました。その際、地

震による直接的な死者数は5,502 人であり、さらにこの約90％の4,831 人が住宅・建築物の倒壊等に

よる窒息死、圧死でした。

建設省（当時）は、地震後直ちに「建築耐震調査委員会」を設置し、被害状況や被害原因の調査を行

った結果、昭和56 年5月31 日以前の耐震設計基準（以下「旧耐震基準」）に基づいて建築された建築

物に被害が多かったことから、既存建築物の耐震性の強化が防災対策の中でも緊急性の高いものとして

広く認識され、平成7年12月には、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成7年法律第123 号。

以下「法」という。）が制定されました。

さらに、近年では平成 16 年 10 月に新潟県中越地震、平成 17 年 3 月には福岡県西方沖地震、平成

19年に入っても3月に能登半島地震、7月には新潟中越沖地震が発生するなど、地震はいつどこで発生

してもおかしくない状況です。

こうした背景のもと、平成17 年3 月30 日の中央防災会議において「地震防災戦略」が決定され、

東海地震及び東南海・南海地震の被害想定の死者数や経済被害について『今後 10 年間で半減させる』

という目標を掲げ、住宅及び多数の者が利用する建築物（学校、病院、百貨店、事務所など）の現状の

耐震化率75％を平成27 年度までに90％に引き上げるという目標が定められ、平成17 年11 月には「（改

正）耐震改修促進法」が成立し、平成18 年1 月に施行されました。

この法改正により、国は「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」（国土

交通省告示第 184 号、以下「国の基本方針」という。）を定め、都道府県はその基本方針に基づき耐震

改修促進計画の策定が義務付けられ、市町村は市町村耐震改修促進計画の策定の努力義務が課せられる

ことになりました。

平成 23 年 3 月には、東日本大震災が発生、県内で最大震度６弱を観測するなど強い揺れに加え、太

平洋沿岸を中心に到来した大津波、東京湾沿岸の埋立地や利根川沿いなどの低地で発生した液状化現象

により、甚大な被害が発生しました。大地震はいつどこで発生してもおかしくない状況にあるとの認識

が広がっています。

さらに、南海トラフ地震及び首都直下地震などについては、発生の切迫性が指摘され、ひとたび地震

が発生すると被害は甚大なものと想定されています。特に切迫性の高い地震については発生までの時間

が限られていることから、効果的かつ効率的に建築物の耐震改修等を実施することが求められています。

これを受けて、千葉県においては、平成19年3月に策定した「千葉県耐震改修促進計画」を改正し、

平成 32 年度を目途とした新たな建築物の耐震化の促進計画を策定したところです。このような背景を

踏まえて、本市においても、平成 21 年度に策定した「館山市耐震改修促進計画」を改正し、県、市及

び市民が連携を図り、既存建築物の耐震診断及び耐震改修等を、計画的かつ総合的に進めることにより

更なる既存建築物の耐震化を促進し、都市空間、居住空間における被害の軽減を図り、災害に強いまち

づくりを推進することとしました。
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【国】
建築物の耐震改修の促進に関する法律

（耐震改修促進法）

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を

図るための基本的な方針

災害対策基本法

【県】

千葉県地域防災計画 千葉県建築物耐震改修促進計画

【館山市】

館山市地域防災計画 館山市耐震改修促進計画

館山市総合計画

第１ 計画の目的等

１ 計画の目的

館山市耐震改修促進計画（以下「本計画」という。）は、法第 6 条第 1 項に基づき、地震による建

築物の倒壊等の被害を減少させるため、建築物の耐震化を図るための具体的目標を定めた促進計画を

策定し、計画的な耐震対策を実施することにより、市民が安心して生活できるまちづくりに寄与する

ことを目的とします。

２ 計画の位置付け

本計画は、法や県計画を上位計画に、「館山市地域防災計画」等の防災関連計画、「館山市総合計画」

をはじめとするまちづくり関連計画等との整合を図りながら、建築物の耐震化を推進するために必要

な事項について定めることとします。

図 計画の位置づけのイメージ

３ 計画の期間

本計画の期間は、令和7年度までとします。

なお、社会経済状況の変化や関連計画の改定、計画の実施状況等に対応するため、概ね3年を目処

に実績の検証を行い、必要に応じて計画内容の見直しを検討します。
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４ 対象区域

本計画の対象区域は、館山市全域とします。

５ 対象建築物

阪神・淡路大震災や新潟県中越地震において、特に現行の耐震基準を満たさない古い建築物の被害

が顕著に見られたことを踏まえ、本計画の重点対象建築物を昭和56年5月31日以前の旧耐震基準の

構造基準で設計・建築された既存建築物とします。

これらの建築物のうち、法第7条各項に規定する要安全確認計画記載建築物は、当市において該当

する民間建築物が存在しないことを確認しているため、本計画では、特に耐震化を図るべき建築物と

して、以下の建築物を対象としています。

① 住 宅

② 特定建築物

・法第14条第1号特定建築物：多数の者が利用する建築物

・法第14条第2号特定建築物：危険物を取り扱う貯蔵場・処理場

・法第14条第3号特定建築物：地震発生時に通行を確保すべき道路を閉塞するおそれ

のある建築物

③ 公共建築物

・庁舎や学校など市所有の建築物

図 計画の対象とする建築物

※計画の対象となる建築物は、「住宅」や「特定建築物」、「公共建築物」に分類されますが、図に示すように、庁舎

や学校、体育館等は規模が大きい場合は「特定建築物」と「公共建築物」の双方で対象となるなど、重複する建

築物があります。

住 宅 特定建築物

公共建築物

・特定または不特定多数の者が利用する建築物

（ホテル、賃貸住宅、事務所、病院など）

・危険物（火薬、石油、ガス等）を取り扱う建築物

・地震時に通行を確保すべき道路に面する建築物

※上記の建築物のうち、法で定める規模以上の建築物

・ 社会福祉施設、幼稚園・保育園、公民館など

戸建住宅・共同住宅等

庁舎、学校、体育館など

大
規
模
マ
ン
シ
ョ
ン
な
ど

公
営
住
宅
な
ど



4

表 特定建築物一覧

法
政 令
第６条
第２項

用 途 特定建築物の規模要件
指示対象となる特定
建築物の規模要件

法
第
１
４
条
第
１
号

第１号 幼稚園，保育所 階数２以上かつ500㎡以上 750㎡以上

第２号
学
校

小学校，中学校，中等教育学

校の前期課程，盲学校，聾学

校若しくは養護学校

階数２以上かつ1,000㎡以上

（屋内運動場の面積を含む）

1,500㎡以上

（屋内運動場の面積

を含む）

老人ホーム，老人短期入所施設，身体

障害者福祉ホームその他これらに類

するもの

階数２以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

老人福祉センター，児童厚生施設，身

体障害者福祉センター，その他これら

に類するもの

階数２以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

第３号 第２号以外の学校 階数３以上かつ1,000㎡以上

ボーリング場，スケート場，水泳場そ

の他これらに類する運動施設

階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

病院，診療所 階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

劇場，観覧場，映画館，演芸場 階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

集会場，公会堂 階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

展示場 階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

卸売市場 階数３以上かつ1,000㎡以上

百貨店，マーケットその他の物品販売

業を営む店舗

階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

ホテル，旅館 階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

賃貸住宅(共同住宅に限る)，寄宿舎，

下宿

階数３以上かつ1,000㎡以上

事務所 階数３以上かつ1,000㎡以上

博物館，美術館，図書館 階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

遊技場 階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

公衆浴場 階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

飲食店，キャバレー，料理店，ナイト

クラブ，ダンスホールその他これらに

類するもの

階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

理髪店，質屋，貸衣裳屋，銀行その他

これらに類するサービス業を営む店

舗

階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

工場 階数３以上かつ1,000㎡以上

車両の停車場又は船舶若しくは航空

機の発着場を構成する建築物で旅客

の乗降又は待合の用に供するもの

階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

自動車車庫その他の自動車又は自転

車の停留又は駐車のための施設

階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

(一般公共の用に供

されるもの)

郵便局，保健所，税務署その他これら

に類する公益上必要な建築物

階数３以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上

第４号 体育館 1,000㎡以上 2,000㎡以上

(一般公共の用に供

されるもの)

法第１４条
第２号

危険物の貯蔵又は処理場の用途に供

する建築物

政令で定める数量以上の危険

物を貯蔵，処理する建築物

500㎡以上

法第１４条
第３号

地震発生時に通行を確保すべき道路

を閉塞するおそれのある建築物

政令で定める高さを超える建

築物
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表 特定建築物となる危険物の数量一覧

危険物の種類 危険物の数量

① 火薬類
イ 火薬
ロ 爆薬
ハ 工業雷管、電気雷管、信号雷管
ニ 銃用雷管
ホ 実包、空包、信管、火管、電気導火線
ヘ 導爆線、導火線
ト 信号炎管、信号火箭、煙火
チ その他の火薬を使用した火工品

   その他の爆薬を使用した火工品

10ｔ
5ｔ
50万個
500万個
5万個
500ｋｍ
2ｔ
10ｔ
5ｔ

② 消防法第２条第７項に規定する危険物 危険物の規制に関する政令別表第三の指定数
量の欄に定める数量の10倍の数量

③ 危険物の規制に関する政令別表第４備考
第６号に規定する可燃性固体類及び同表備
考第８号に規定する可燃性液体類

可燃性固体類30ｔ
可燃性液体類20㎥

④ マッチ 300マッチトン（※）

⑤ 可燃性のガス（⑦及び⑧を除く。） 2万㎥

⑥ 圧縮ガス 20万㎥

⑦ 液化ガス 2,000ｔ

⑧ 毒物及び劇物取締法第２条第１項に規定
する毒物又は同条第２項に規定する劇物
（液体又は気体のものに限る。）

毒物20ｔ
劇物200ｔ

※マッチトンはマッチの計量単位。１マッチトンは、並型マッチ（56×36×17ｍｍ）で 7,200 個、約 120
ｋｇ。

図 道路を閉塞させるおそれのある建築物
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第２ 耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標

１ 想定される地震の規模、被害の状況

（１）想定される地震の規模等

館山市地域防災計画において、想定されている「東京湾北部地震」、「千葉県東方沖地震」、「三

浦半島断層群による地震」、｢館山市直下の地震（マグニチュード6.9）｣を本計画の想定される地

震とします。

図 想定地震震源域位置図

表 過去の主な災害記録（地震および津波災害）

年月日 記録

1627（寛永  4）年  8月  5日 安房地方地震津波

1642（寛永 19）年  8月 14日 安房国地震津波

1670（寛文 10）年  1月  5日 房総地方地震津波

1703（元禄 16）年 11月 23日 元禄、房総地方被害大

1704（宝永 元）年  2月 24日 房総地方大地震、地裂け、水出ず、実らず

1775（安永  4）年  9月 安房相模伊豆地方津波、人家倒壊、溺死多

1855（安政  2）年 10月  2日 安政江戸地震、房総の被害多し

1923（大正 12）年  9月  1日 関東大震災

1960（昭和 35）年  5月 23日 チリ地震津波

1987（昭和 62）年 12月 17日 千葉県東方沖地震

2011（平成 23）年  3月 11日 東日本大震災

                       ※江戸時代の記録は旧暦
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（２）被害の特徴

① 地震動

館山市直下の地震の場合、市内の大半の地域で震度6強、船形・那古・豊房などの地区で震

度6弱程度が想定されています。

東京湾北部地震             千葉県東方沖地震

三浦半島断層群による地震           館山市直下の地震

図 想定震度分布図

出典：館山市地域防災計画

  

震度5強

震度5弱

震度5弱

震度4

震度5強

震度5弱

震度6強

震度6弱
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② 液状化

船形地区から館山地区と西岬地区南部から神戸地区にかけての沿岸部が判定の対象となり

ます。館山駅周辺などで液状化危険度が高くなっています。

東京湾北部地震             千葉県東方沖地震

三浦半島断層群による地震           館山市直下の地震

  

図 想定液状化危険度分布図

出典：館山市地域防災計画
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（３）被害の概要

館山市直下の地震の場合、建物被害は、全壊建物は約 8,300 棟、半壊建物は約 10,900 棟が想

定され、これは本市の建物棟数の約51％に相当します。いずれも大半が木造建物ですが、非木造

建物でも約9％が全壊、半壊建物を含めると約20％におよぶものと想定されています。

図 想定揺れによる建物全壊棟数分布図（館山市直下の地震）
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２ 住宅、建築物の耐震化の現状

（１）住宅

  平成29年の課税台帳によると住宅数は、約22,100棟です。そのうち、昭和56年以前のもの

は、約11,400棟です。

国の推計方法に準じて算出すると、耐震化を満たす住宅は約14,200棟で、耐震化率は64.5％

です。

    表 住宅の耐震化の現状（平成28年度現在）

                              単位：棟

総数

A

昭和57年

以降建築

B

昭和56年

以前建築

C

耐震性

あり※2

E=B+D

耐震化率

F=E/A

うち耐震

性ありと

推定※1

D

戸建て 21,411 10,128 11,283 3,480 13,608 63.6％

共同住宅 656 545 111 84 629 95.9％

計 22,067 10,673 11,394 3,564 14,237 64.5％

出典：H29課税台帳

※1 住宅土地統計調査を基に耐震改修済みと推計した住宅と、耐震診断の結果が耐震性ありと推定できる住宅

（国土交通省が平成14年3月に実施した都道府県へのアンケート調査結果 戸建て:12％、共同住宅76％）

を計上しています。

※2 耐震性あり：（国土交通省告示第184号）

地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、または崩壊する危険性が低い。

図 住宅の耐震化の現状

耐震性を

有する
64.5%

耐震性なし
35.5%
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（２）民間特定建築物

平成29年における多数の者が利用する特定建築物の棟数は、79棟です。そのうち、昭和56年

以前のものは、34棟です。

国の推計方法に準じて算出すると、多数の者が利用する特定建築物で耐震性を満たすものは63

棟で、耐震化率は79.7％です。

    表 民間特定建築物の耐震化の現状（平成28年度現在）

                              単位：棟

総数

A

昭和57

年以降

建築

B

昭和56

年以前

建築

C

耐震性

あり

G=B+D+E+F

耐震化

率

H=G/A

診断の

結果、耐

震性あ

り

D

耐震

改修

済み

E

うち耐震

性ありと

推定※

F

第
１
号

学校 2 1 1 0 1 0 2 100.0%

病院・診療所 8 6 2 0 0 1 7 87.5%

劇場・集会場 1 1 0 0 0 0 1 100.0%

店舗等 8 4 4 0 0 2 6 75.0%

ホテル・旅館等 22 8 14 1 1 4 14 63.6%

賃貸共同住

宅・寄宿舎

11 9 2 1 0 1 11 100.0%

社会福祉施設 10 8 2 0 0 1 9 90.0%

その他 17 8 9 1 1 3 13 76.5%

計 79 45 34 3 3 12 63 79.7%

第
２
号

危険物貯蔵

場・処理場等
0 0 0 0 0 0 0 －

第
３
号

地震発生時に
通行を確保す
べき道路を閉
塞するおそれ
のある建築物

180 47 133 0 0 33 80 44.4%

※1号特定建築物は、耐震診断の結果が耐震性ありと推定できる建築物（国土交通省が平成 16 年 3月に実施した都道府

県へのアンケート調査結果による）を計上しています。
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① 多数の者が利用する特定建築物（法第14条第1号）

     多数の者が利用する特定建築物の耐震化率は、79.7％となっています。

図 多数の者が利用する特定建築物の耐震化の現状

② 危険物を取り扱う特定建築物（法第14条第2号）

     平成28年度現在、該当する建築物はありません。

③ 道路を閉塞するおそれがある特定建築物（法第14条第3号）

     道路を閉塞するおそれがある特定建築物の耐震化率は、44.4％となっています。館山駅周辺

の国道410号沿いに、多く分布しています。

図 道路を閉塞するおそれがある特定建築物の耐震化の現状

耐震性を有する

79.7%

耐震性なし

20.3%

44.4%
耐震性なし

55.6%

耐震性を
有する
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３ 住宅、建築物の耐震化の目標

（１）住宅

本市の住宅の耐震化の現状、耐震化の取り組み状況、県の耐震改修促進計画、国の基本方針を

踏まえ、令和７年度までに耐震化率を95％にすることを目標とします。建て替え等の自然更新に

より、平成32年度の耐震化率は71.0％と予測されます。目標達成のためには、施策により約5,400

棟の耐震化が必要となります。

    
図 住宅の耐震化の目標

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

H28 H32
（自然更新）

R7
（施策目標）

耐震性あり

施策

耐震性なし

14,237棟

（64.5％）

15,911棟

（71.0％）

15,911棟

（71.0％）

5,386棟

（24.0％）

【住宅の耐震化の目標】

現状（平成28年度） 目標（令和７年度）

    64.5％   95％
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（２）民間特定建築物（法14条第1号建築物）

国の基本方針、県の耐震改修促進計画を踏まえ、令和７年度までに多数の者が利用する特定建

築物の耐震化率を95％にすることを目標とします。目標を達成するためには、令和７年度までに

12棟の耐震化が必要となります。

図 民間特定建築物（法14条第1号）の耐震化の目標

13棟（12.9％）

【民間特定建築物（法14条第1号）の耐震化の目標】

現状（平成28年度） 目標（令和７年度）

    79.7％ 95％

0

20

40

60

80

100

120

H28 R7
（施策目標）

耐震性あり

施策

耐震性なし

12棟（15.3％）

63棟（79.7％） 63棟（79.7％）
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（３）民間特定建築物（法14条第3号建築物）

令和７年度までに道路を閉塞するおそれがある特定建築物の耐震化率を95％にすることを目

標とします。目標を達成するためには、令和７年度までに92棟の耐震化が必要となります。

図 民間特定建築物（法14条第3号）の耐震化の目標

【民間特定建築物（法14条第3号）の耐震化の目標】

現状（平成28年度） 目標（令和７年度）

44.4％   95％

102棟（48.3％）

0

50

100

150

200

250

H28 R7
（施策目標）

耐震性あり

施策

耐震性なし

80棟（44.4％） 80棟（44.4％）

91棟（50.6％）



16

４ 市有建築物の耐震化

（１）現状

平成 28 年度における市有建築物の総数は、32 棟です。そのうち、昭和 56 年以前のものは 25

棟です。耐震診断の結果、耐震性を満たすものが 4 棟で、耐震改修済みが 16 棟です。市有建築

物の耐震化率は84.4％です。

        表 市有建築物の耐震化の現状（平成28年度現在）

                                       単位：棟

総数

A

昭和57年

以降建築

B

昭和56

年以前

建築

C

耐震性

あり

G=B+E+F

耐震化

率

H=G/A

耐震診

断済

D

耐震性

有

E

耐震改

修済

F

市有建築物 32 7 25 25 4 16 27 84.4％

※1号特定建築物に該当する市有建築物を対象としています。

（２）目標

学校、病院、庁舎、消防施設等の公共建築物の多くは、災害時に避難所や応急活動の拠点とし

て活用される場所です。このため、平常時の利用者の安全確保だけでなく、災害時の拠点施設と

しての機能確保の観点からも市が所有する公共建築物（市有建築物）の耐震化が求められていま

す。

令和７年度までに、概ね全ての建築物を耐震化することを目標とします。

（３）整備方針

市有建築物の耐震化は、震災時に応急活動の拠点となる建築物等を優先的に整備するものとし

ます。また、その他の建築物については、建築物の用途、構造耐震指標値（Is 値）、構造、規模

等を考慮して整備を行うものとします。

（４）情報の開示

主要な市有建築物について各施設の耐震診断及び耐震改修の実施状況等についての情報（所在

地、施設名称、耐震診断の有無、実施時期、実施結果、構造耐震指標値（Is値）等）を公表しま

す。

【市有建築物の耐震化の目標】

現状（平成28年度） 目標（令和７年度）

    84.4％   100％
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第３ 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項

１ 耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組み方針

本市は市有建築物の耐震診断及び耐震改修等の計画的な実施を行うとともに、建築関係団体と十分

な連携を図り、住宅及び特定建築物の所有者等に対する啓発、知識の普及及び情報提供を行い、民間

建築物の耐震診断及び耐震改修等の促進を図るものとします。

住宅及び特定建築物の所有者等は、建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を

図るよう努めることとします

（１）優先的に耐震化に着手すべき建築物

    被害を軽減するために、災害時の拠点となる建築物と特定建築物を優先的に耐震化に着手

すべき建築物とし、計画的な耐震化の促進を図ります。

表 優先的に耐震化に着手すべき建築物

分類 備考（建築物の例、定義など）

昭
和
５
６
年
以
前
に
建
築
さ
れ
た
建
築
物

災
害
時
の
拠
点
と
な
る
建
築
物

災害時に機

能の確保が

必要なもの

防災拠点施設

復旧拠点施設

救援救護施設

市庁舎・各支所

警察署・消防署

病院

避難所の施設 学校・コミュニティセンターなど

ライフライン管理施設 水道・ガス・電気等の管理施設

災害時に要

援護者等の

利用するも

の

福祉施設 老人福祉施設、老人ホーム、養護学校、児童福

祉施設、幼稚園、保育所

特
定
建
築
物

一号特定建築物 多数の者が利用するなど一定の用途（学校、病

院、百貨店、事務所など）で一定の規模以上の

建築物

二号特定建築物 火薬類、石油類など一定の数量以上のものの危

険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物

三号特定建築物 地震によって倒壊した場合においてその敷地に

接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避

難を困難とするおそれがある一定の高さを超え

る建築物
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（２）重点的に耐震化すべき区域

庁舎等の防災拠点施設や多数の者が利用する施設が集積していて、住宅が密集しているDID地

区（人口集中地区）と、緊急輸送道路周辺の地区を重点的に耐震化すべき区域とし、計画的な耐

震化の促進を図ります。

さらに、地震発生時に被害が大きいと想定されている「船形地区」及び「富崎地区」も重点的

に耐震化すべき区域として、計画的な耐震化の促進を図ります。

図 DID地区（H27）

（３）地震発生時に通行を確保すべき道路

緊急輸送道路と災害時重要路線を地震時に通行を確保すべき道路とします。また、令和７年度

までに、沿道の閉塞させるおそれがある建築物の耐震化の促進を図ります。

図 地震発生時に通行を確保すべき道路

沼 館山

宮城

香

北条

那古

古茂口

塩見

笠名

国分

湊

八幡

南条
大賀

高井

浜田

亀ケ原

安布里

上野原

下真倉
長須賀

大戸

大網

飯沼

北条正木

新宿

凡例

行政界

緊急輸送道路（1次路線）

緊急輸送道路（2次路線）

災害時重要路線 市庁舎

港湾

自衛隊基地

凡例

字界

DID 地区（Ｈ27）
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① 緊急輸送道路

「千葉県地域防災計画」において、地震発生時に避難、救助、物資の供給、諸施設の復旧等、

広範な応急対策活動を広域的に実施するため、非常事態に対応した交通の確保を図ることを目

的として指定された道路です。

表 緊急輸送道路一覧

分類 路線名 起点 終点 備考

１次路線 一般国道127号 館山市北条 木更津市桜町 富浦方面市境まで

一般国道128号 館山市北条 館山市北条

一般国道410号 館山市北条 館山市館山

一般県道館山港線 館山市館山港 館山市館山

一般国道128号 北条 東金市台方 丸山方面市境まで

２次路線 一般国道410号 北条 南房総市三島 白浜方面市境まで

主要地方道富津市館山線 北条 富津市関尻 三芳方面市境まで

出典：館山市地域防災計画

② 災害時重要路線

本計画において、地震発生時の避難、救助、復旧及び消火活動等を実施するため、交通の確

保を図ることを目的として定めた道路です。
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２ 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援

（１）国

① 耐震改修促進税制

    

ア 所得税

      旧耐震基準（昭和56年5月31日以前の耐震基準）により建築された住宅の耐震改修を行

った場合には、その耐震改修に要した費用と標準的な工事費用相当額のいずれか少ない金額

の10％相当額を所得税額から控除することができます。

   

    イ 固定資産税

昭和 57 年 1 月 1 日以前から所在していた住宅について、一定の耐震改修を行った場合に

は、その住宅に係る固定資産税の税額を以下のとおり減額する措置があります。

② 住宅ローン減税

    住宅の新築、取得、増改築等を行った場合にかかる費用のローン減税制度があります。

【最新情報の確認について】

  上記の支援を希望する際には、予め、国土交通省や国税庁のホームページなどにより、最新情報

の確認をしてください。期限や内容に変更が出ている場合があります。
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（２）館山市

① 耐震診断補助制度

本市は地震に強いまちづくりを進めるために、一定の期限を過ぎた木造住宅の耐震診断を実

施する場合に、診断費用の一部を助成しています。助成を受けるためには、耐震相談会におけ

る簡易耐震診断の結果が基準以下であることと、耐震診断実施前に申請書類を提出することが

必要です。

今後補助制度の利用状況を見ながら、必要に応じ補助率及び上限額の見直しを検討します。

【注意】予算の都合により制度が実施されない可能性がありますので、事前に担当課への

確認をお願いします。

表 館山市木造住宅耐震診断費用助成事業の概要

概要

対象住宅 昭和56年5月31日以前の旧耐震基準により建築された木

造（在来軸組工法）の一戸建て住宅又は併用住宅であるこ

と。

対象者 市内に対象住宅を所有しており、市税を滞納していない人。

補助金額 耐震診断に要する費用で、上限12万円。なお、補助金の交

付は、補助対象住宅一棟につき1回限り。

② 耐震改修補助制度

現在、本市は耐震改修費用の助成は行っていませんが、他市では耐震改修補助制度を実施し

ている事例があります。耐震改修の促進を図るために、今後の導入について検討します。

（３）その他

① リフォーム融資

  住宅の耐震改修工事を伴うリフォームの工事を対象に、工事費用を融資する制度が(独)住宅

金融支援機構（旧住宅金融公庫）において実施されています。「建築物の耐震改修の促進に関

する法律」（平成7年法律123号）に基づいて行う耐震改修工事が対象となります。

【最新情報の確認について】

  上記の支援を希望する際には、予め、住宅金融支援機構のホームページなどにより、最新情報の

確認をしてください。期限や内容に変更が出ている場合があります。
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３ 地震時の建築物の安全対策

（１）エレベーターの閉じ込め対策

建築物の高層化が進む中、地震発生時においてエレベーターが緊急停止し内部に長時間閉じ込

められる事態が問題となっております。

本市では、建築基準法によるエレベーターの定期検査の機会を捉え、現行指針に適合しないエ

レベーターについて、地震時のリスク等を建物所有者に周知し、耐震安全性の確保の促進を県と

協働して図ります。

（２）各種落下物対策

地震発生時において、建築物全体の倒壊だけでなく、付属する看板や外壁、ガラス等が落下し、

通行人等に被害を与えることがあります。

本市では、市街地で人の通行が多い沿道に建つ建築物や避難路沿いにある建築物の窓ガラスの

地震対策、外壁に使われているタイルや屋外広告物等の落下防止対策、また、大規模空間を持つ

建築物の天井崩落対策等について、建築物の所有者、管理者等に対し安全対策措置を講じるよう、

県と協働して啓発・指導を行っていきます。

（３）ブロック塀対策の推進

ブロック塀が地震により倒壊すると、死傷者がでることに加え、道路の閉塞や避難、救急・救

命活動の妨げとなるおそれがあります。昭和53年の宮城県沖地震や、平成15年の十勝沖地震で

は耐震対策が不十分なブロック塀等の下敷きとなり、多くの方が犠牲となりました。

本市では、ブロック塀・屋外広告物・自動販売機等の所有者に対し、点検活動の推進、危険な

ブロック塀の補強及び生垣等への改善、落下防止の安全対策、安全な設置方法等の普及・啓発を

行っていきます。

（４）室内の安全対策

地震時における、家具・食器棚・冷蔵庫等の転倒は、それによる人の負傷に加え、避難や救助

活動の妨げとなる恐れがあります。

室内における具体的な安全対策としては、食器棚等の固定、窓ガラスの飛散防止フィルムの利

用、防災ベッドや耐震テーブルの活用等があります。本市では、室内の安全確保対策の普及・啓

発を行っていきます。
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４ 啓発及び知識の普及に関する事項

（１） 地震ハザードマップの作成・公表

本市では、市民の防災意識の向上を図るため、発生のおそ

れのある地震の概要と地震による危険性の程度等を記載した

地震ハザードマップを作成し公表しています。

（２）相談体制の整備及び情報提供の充実

① 耐震相談窓口の設置

本市では、建築物の所有者等に対して、耐震改修等の実施に関して必要な情報提供を行うと

ともに、各種相談を受け付けるために、都市計画課に耐震相談窓口を設置しています。

また、建築関係団体では、耐震改修等を行う技術者を紹介しています。

② パンフレットの作成・配布等

本市では、建築物の所有者等に対する耐震性向上に関する知識の普及、啓発を図るため、パ

ンフレットを作成し、耐震相談窓口等に常備し配布します。また、広報、インターネット等を

活用して、周知に努めます。

③ 耐震相談会の実施

本市では、建築関係団体等の協力を得ながら、住宅・建築の相談会を実施しています。建築

物の所有者等の耐震化に関する意識の啓発、知識の普及を図るとともに、各種相談を受け付け

ています。

④ 出前講座の実施

本市では、町内会などの各種団体の要請により、「防災講座」を開催しています。防災講座

では、建築物の耐震化の必要性や室内の安全対策等に関する意識の啓発、知識の普及を図って

います。
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（３）その他

① リフォームに併せた耐震改修の誘導

耐震改修は、単独でするよりもリフォーム工事にあわせて実施する方が工事費等の面でメリ

ットがあります。本市では、相談窓口や広報を利用して情報提供を行います。

② 自治会等との連携

耐震改修の促進は、地域全体で耐震化の意識を高めることが重要です。また、災害時の避難

や消火活動は、地域に組織された自主防災組織により自助及び共助の観点から行われることが

最も有効であることから、自主防災組織の構成単位である自治会や町内会との連携のもと、建

築物の耐震改修の促進に取り組むことが重要です。

本市では、自治会や町内会と連携して、相談会の開催やパンフレットの配布等を行い、耐震

化の促進を図ります。
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第４ その他耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項

１ 所管行政庁との連携

（１） 耐震改修促進法による指導等の実施

     本市では、所管行政庁※である県と連携して、特定建築物の耐震診断及び耐震改修について

必要な指導及び助言を奨める、特に倒壊を防止する必要性が高いものについては、より具体的

な対応を求める「指示」や「公表」が県からできることになっています。
   

※所管行政庁とは、建築主事を置く市町村においてはその市町村の長であり、その他の市町村では、

都道府県知事。 建築主事とは、建築基準法にもとづき建築計画の確認等を行うために、知事ま

たは市町村長が任命した者。

（２） 建築基準法による勧告又は命令等の実施

本市では、特定行政庁※である県が建築物の損傷・腐食その他の劣化が進み、そのまま放置

すれば著しく保安上危険となるおそれがあると認められる場合において、建築物の除却・改

築・修繕等必要な措置を｢勧告｣します。また“正当な理由”がなく「勧告」に従わない場合に

は｢命令｣を行います。

耐震改修等の「指示」に従わないことにより「公表」した建築物で、その建築物の倒壊によ

る周辺等への影響が大きいと認められる場合や地震に対する安全性についてより危険である

と認められる建築物の所有者に対して、速やかに建築物の除却・改築・修繕等を｢命令｣を県が

行います。

※特定行政庁とは、建築主事を置く市町村においてはその市町村の長であり、その他の市町村では、

都道府県知事。

図 特定建築物の耐震化を促進するための指導フロー

２ 関係団体との連携

本市は、県、他市町村、建築関係団体と情報交換を密に行い、連携して耐震診断及び耐震改修等の

普及・促進に取り組んでいくものとします。

耐震化未実施の特定建築物 指導・助言

特に倒壊を防止すべき特定建築物

正当な理由がなく指示に従わない特定建築物

劣化等により保安上危険となるおそれがある特定建築物

現時点で著しく保安上危険な特定建築物

耐震化の実施
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